
　近年、シティプロモーションの手
段として、「学校教育」とりわけ「学
力向上」に着目する自治体が増えて
います。定住人口の増加を目標とし
た場合、学力向上は有効なコンテン
ツであると、多くの自治体が認識し
つつあるからです。実際、文部科学
省の「全国学力・学習状況調査」の
得点が高い自治体ほど、人口が増加
する傾向が見られました（図１）。
　子育て世代にとって、「学校教育の
充実」は、居住先を選択する際の重
要な要素の１つとなります。ただ、
多くの自治体において、学力向上施
策を推し進めようとしている主体は
首長部局であり、学力に限らず全人

的な教育を重視する教育委員会との
間に温度差があるケースが見られま
す。
　学校教育において、知・徳・体の
バランスのよい育成が重要であるこ
とは、言うまでもありません。その
際に、住民目線に立った教育行政を
展開することも当然ながら重要です。
子育て世代を中心とした住民が、「子
どもの学力向上」を求めているのな
らば、最上位目標である教育基本法
の目的＊１と、今後の社会・地域に必
要な資質・能力を踏まえた上で、地
域住民の希望する「学力」をすり合
わせて期待に応えようとする姿勢が
大切ではないでしょうか。

　では、どのようにして、自治体組
織全体で学力向上に向けた体制を構
築すればよいのでしょうか。
　首長部局と教育委員会が連携して
学力向上に取り組んでいる例として
は、埼玉県戸田市が挙げられます。
同市は２０００年代前半に急増した、
いわゆる「平成の大合併」の時、周
辺自治体との合併構想に参加しない
と決断しました。そのため、さいた
ま市や川口市、東京都北区といった

大規模自治体に囲まれる中で、自市
が埋没してしまうことに危機感を抱
きました。そこで、市の魅力を打ち
出そうと、市長と教育長が連携し、「教
育日本一」を掲げてＩＣＴ教育や英語
教育などを強力に推進したのです。
同市では、教育以外にも多様なシティ
プロモーションを行い、２０１５年の
国勢調査では全国でもトップクラス
の人口増加率を示す自治体となりま
した。そのように、首長部局と教育
委員会が、まちの将来についての危
機感を共有できているかが重要だと
言えます。そして、この動きは、新
市長になって加速しています。
　また、民間との連携は、自治体職員
の意識を変える上で有効です。一般
企業では、顧客目線でものごとを考
えることが徹底されています。公民連
携で事業に取り組むと、自治体職員
にも住民目線で行政サービスを提供
するという意識が高まっていきます。

注）人口増減率は国勢調査、学力テストは文部科学
省「全国学力・学習状況調査」の結果を基に算出。
＊牧瀬准教授提供資料を基に編集部で作成。

＊１　P.6 の１段１行目参照。
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学校教育の充実や学力向上は、
地域活性化の要となるコンテンツ
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ここ数年、学校教育の充実に力を注ぎ、子どもたちの学力の向上を図ることが、
定住人口の増加などの地域活性化につながると注目されている。まちの特徴を外部にＰＲする
「シティプロモーション」の観点から、現状の教育行政や教育委員会にはどのような課題と改善点があるのか。
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　例えば、愛媛県の西条市教育委員
会では、大手企業の社員を任期つき
で受け入れています。そこの社員は、
学校にＩＣＴ機器を積極的に導入し、
業務効率の改善を図りました。その
結果、教員の残業時間が減り、余裕
ができた時間を児童・生徒の指導に
充てられるようになり、学力向上に
も結びつきました。公民連携によっ
て、教育行政に新しい風を吹き込む
ことに成功した事例です。
　教育の新施策を打ち出した時や成
果が出た時には、報道機関などに情
報を提供し、積極的に外部に発信す
ることも重要です。新聞やテレビに
取り上げられることで、「うちのまち
は頑張っている」と、住民、職員、
そして教員の、まちや職務に対する
意識が高まります。そうした意識変
革の手段として、メディアへの発信
をもっと有効に活用すべきです。

　全国的な傾向では、妊娠出産期～
乳幼児向けの行政サービスを特色と
してＰＲする自治体が大勢を占めてい
ます。ところが、これはあまり知ら
れていませんが、小学生以上の子ど

もを持つ世帯を対象とした方が、財
政運営の観点ではより効果的なので
す（図２）。そうしたことからも、学
力向上施策に力を入れる自治体は、
今後増えていくと予測できます。
　そこで、同じ学力向上施策でも、
他の自治体との差別化を図ることが
重要になります。英語教育の充実を
掲げる自治体もあれば、基礎学力の
定着に力を注ぐ自治体があってもよ
いでしょう。例えば、私がアドバイ
ザーとしてかかわる自治体では、ＳＴ
ＥＭ教育＊２の充実を検討中です。
  差別化に向けては、自治体の状況や
特徴、教育資源、住民の教育に対す
る期待などの情報を収集し、分析す
ることが重要です。周辺自治体と比
較をした時の自分たちの強みと弱み、
可能性と課題の把握も不可欠です。
そうした中から、他の自治体とは異
なる、自分たちだからこそできるこ
とを見いだして、特色ある学力向上
施策を打ち出すのです。
　そうした情報収集や情報分析、分
析に基づいた施策立案を効果的に行
うには、首長部局や教育委員会内に
シンクタンクがあると、エビデンス
に基づく客観的で詳細な分析が可能
となります。既に、戸田市は戸田市
政策研究所、西条市は西条市自治政
策研究所を設置しています。

　また、首長部局や教育委員会だけ
では解決できない壁を乗り越えるた
めに重要となるのが、大学や研究機
関、企業、地域住民との連携です。
あるいは、近隣の自治体と連携して、
共同で学力向上施策を推し進めると
いう方法もあり得ると思います。限
られた予算、資源、人材で最大限の
成果を手に入れるために、外部リソー
スはぜひ活用したいところです。

　定住人口の増加を図る手段として、
学力向上施策は確かに有効なコンテ
ンツですが、万能薬ではありません。
ある自治体では、学力向上施策によっ
て人口が増えたものの、成績上位層
の子どもが都市部の高校に進学し、
その後、大都市に進学・就職してし
まい、地元に戻って来ないという問
題に直面しています。
　そこで、教育の充実とともに、住
民の「シビックプライド」（自分たち
のまちに対する誇りや愛着）を高め
る取り組みも行うことが重要です。
ふるさとに誇りや愛着を持っていれ
ば、一度はまちを出たとしても、大
好きな地元にいつか戻ろうという意
識を持ち続けられます。さらに、地
元に戻った時に安心して生活できる
よう、雇用の創出を図ることも必要
です。それらの施策を連動して行う
ことで、多くの人々から「このまち
に移り住みたい。ずっと住み続けた
い」と思われる自治体になると考え
ます。
　教育は、地域活性化の要となり得
る、重要なコンテンツです。シティ
プロモーションの観点から教育を捉
えるという発想を持つことで、教育
施策もさらに充実したものになるの
ではないでしょうか。

＊２　STEMは、Science、Technology、Engineering 、Mathematics の頭文字で、STEM教育は、科学・技術・工学・数学に重点を置いた教育、人材育成のこと。
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子育て世代における子どもの成長に伴う、行政収入の変化イメージ図２

出生から小学校入学までは医療費や保育料の助成などで支出の方が多いが、その後は子どもの年齢が
上がるにつれ、保護者の年齢も上がることで世帯年収が増え、子ども向けの支出が減っていくため、収
支がプラスとなる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊牧瀬准教授提供資料を基に編集部で作成。
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